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明治後期の千葉県でみられた水稲生産力の地域性に関する考察
奥問先ー・斎藤修 千葉大学大学院園芸学研究科 
Discussion on the regionality of rice productivity in Chiba Prefecture in the Late 
Meiji Period 
Genichi Okunishi，Osamu Saito Graduα!te School 01 Horticulture，Chiba University 
There were significant differences of the yield per tan of paddy rice between different regions in Chiba Prefec開
制rein the 1凶 erhalf of the Meiji period. 
In order to clariちrthe primary underlying causes，the relationships between each regional yield per tan with ele-
ments affecting production namely agricultural structure，farming conditions，were explored，as a result of which 
the following relationships were identified. 
ralstructure 加The degree to which rice cultivation were integrated was prescribed in accordance with agricul 1. 
and farming conditions. 
2. The regionality of the yield per tan determined by differences in terms of agricul加rals仕uc加reand farming 
conditions between each region was demonstrated using multiple regressions. 
産力の展開過程を追い，近世農法の生産力水準が戦後まで継
1. 問題の所在と課題 続したことを明らかにして明治農法普及の意義に疑問を提
し在来農法を高く評価した[1].西村卓は，政策目標
千葉県の稲作生産力は 明治以降，昭和戦前期に至るまで としての「明治農法Jの普及程度で各地域の旧慣農法の改善
して低位であり，収量が著しい上昇を示して全国!順位の 度合いを捉えるのではなく，各地の展開は多様でありこれら
上位に入るのは，戦後に早期栽培が普及してからである. 在来農法に明治農法を結合した折衷システムをf在地形成型」
なかでも房総半島北部の下総地方は，昭和戦前期まで低位 と捉えるよう提唱した[幻.さらに，徳永光俊は楽良盆地
生産地として推移するが，この間，傾向的には緩慢な上昇を で近世から昭和戦後期まで続いた田畑輪換農法を在来農法
示す.また，明治後期には近代農法の端緒といわれた明治農 であるとし，在来農法の水準は高く，稲作生産力の発展には
法が普及されたが，受容地域は県央より南に限られ，下総地 多様な地域的個性があって決して単線的・画一的ではないと
方における導入及び定着は悪かった.一方，半島南部の安房 して佐藤常雄の研究を高く評価している [3J [4].一方，
地方は明治農法普及以前から比較的高い収量水準にあり，明 金沢夏樹は西日本型・東日本型あるいは近畿型・東北型とい
治農法の普及は早かったが，その後，収量は停滞傾向のまま われた稲作構造の地域類型間でみられた稲作生産力の戦後
推移したため，昭和戦前期には下総地方とほぼ同水準となる. 転換の経緯を踏まえ，転換の根底にそれぞ、れの地域の生育条
このような経緯をみると，明治農法の導入・受務のもとで新 件に規制された稲作技術の相違がある点を指摘し，明治農法
たな生産力段階が形成されることはなかったといえよう. のねらいは多肥化のもとで組立てられた暖地の栄養生長抑
これまで明治農法については，西南暖地をはじめ西日本の 制のための集約肥培管理の体系化にあり，稲作三要項こそが
高位生産地で，乾田化過程における牛馬による深耕・多肥， 本質であり，牛馬耕による深耕はその手段に過ぎないと述べ，
稲作三要項(塩水選，短冊商代，正樹直)を柱とした薄播・ 栽培立地条件の地域性に着目することの重要性に論及して
太商・疎植等による耕種技術の改良，これに耐肥性強・多収 いる[引.以上，徳永及び金沢に共通する明治農法展開の
の娘梓穂数型品種を組み合わせて確立された体系的技術で 多様性理解を前提にすれば，四階暖地の立地に即応した体系
あり，明治後期に農業施策の柱として全国的な普及展開が図 化技術である明治農法を受容して稲作生産力向上に結果で
られた.従来は農法を構成する労働手段の集約化を軸に受容 きる地域はおのずと限定される.
過程を追い，併せて労働対象諸技術の果たした役割や意義を このように，地域における明治農法の受容過程には，経営
評価する見方が一般的であり 維新後の資本主義的生産段階 及び栽培立地条件の差異が反映され，ぞれが明治農法受容の
に対応した近代農法(科学的・合理的な技術の体系)として 多様性に現れたとみるべきであり，徳永のいうように近世以
一定の評価が与えられた.その後，佐藤常雄は長野・山梨等 降の各地の稲作技術の発展は単線的・画一的ではなく地域の
の坪刈帳の研究を過して近世から昭和戦後に至るまでの生 条件に応じて複線的に進んだといえる.
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以上の視点に立てば本県の南北聞の立地の地域性が，それ
こそ明治農法の受容過程の相違や明治以降，昭和戦前期まで
の稲作展開の地域性に現れたと想定されるのである.
具体的には，近世から昭和戦前期に至るまで県北の下総地
方の低地温田地帯では穂、重型品種の厚播・密楠栽培が，県南
の安房地方の乾田地帯では穂、数型品種によるやや薄播・疎植
による栽培法が続いた.栽培法と密接に関連する草型はその
まま推移するが，早晩に関しては，明治後期から大正の初め
に北では在来晩生種から中生種の愛国，その後は銀坊主，
林8号に，南では在来中生種から神力，京都神力などの晩生
種に替わる.牛馬耕については，はじめはオーガ，その後は
改良惣耕か南部の乾田地帯で普及するが，北部の溜田地帯で
は進まない.このようにみると，生産構成要素のうち，とく
に生産容器としての水田の機能の仕方が農法を構成する栽
培諸技術を決定し農法の性格を規定していたと推測される 
[6J [7J [8]. 
そこで材高では，千葉県で政策としての明治農法が定着し
た明治後期を取り上げ，農法及び技術を構成した生産要素に
日しこれ 収量の地域性との関係を分析するー 
2. 明治後期にみられた経営構造及び水田条件と収量の地
域性との関係 
(1) 分析視点とデータ整理の方法
小農経営の目的は，限られた経営耕地労働力，技術のも 
]. [9とで，収穫量もしくは所得の最大化を凶ることにある
それゆえ，農家の 7割を自小作・小作農が占め，水田の半分
が小作地で，現物小作料が中心で、あったこの時期の経営では
品質はさておき，量としての収量の最大化に向かった.
水田は，生産要素が投入され，その結果として目的の収穫
物が産出される場である.また水田は，生産の容器として，
ぞれ自身が労働手段及び労働対象としての二重の性格を持
つ生産要素の一部であり [10J.容器としての性格や機能の
税度が，水聞に投入される各様生産要素と各要素で構成する
技術の性格を規定する‘従って，労働過程の地域性を過して，
収量の地域性もあらわれる.
そこで，以上の小農経営の特質，水田の性格をふまえて，
収量の地域性を発現させたと推定される明治後期の経営構
造，水田及び潅淑条件等の生産に係る要素の地域性について
検討する.
この時期，経営構造の地域性を示す指標は少ない.そこで，
ここでは明治42年千葉県統計書の日当り旧畑面積，同水旧面
積，戸当り農業従事者数を使い，反当り農業従事者数につい
ては算出した.
水田及び潅概条件については昭和18年に千葉県農事試験場
がまとめた「施肥基準設定士性調査」の町村別データを使用
した [1J.時期的に大きなずれがあるが，それは以前の市
町村別データがないことが第一の理由である.しかしながら，
千葉県の戦前までの耕地整理の進捗は著しく遮れており，明
治以降，昭和終戦直後までの進捗率(完了地)は全水聞の 
15%である [12J. したがって このヂ…タで明治後期の地
域性を把握することは十分可能である.水田は乾・視の2分
類で，乾聞は簡易な操作で裏作が可能，かっ冬季回面乾燥し
た回と定義している.各j街蹴の割合は依存する水田割合を示
している.町村別収量の算出に当たっては，明治38~42年の
千葉県統計書から全県353町村の 5年分の「籾米J収量を均し
これを平均収量とした.また，町村 5カ年の収量をもとに収
量の変動係数を導出し，変動傾向及び安定度にかかる地域性
の把握に努めた.なお， と水聞の乾溜，潅j隊形態別等と
の相関の算出にあたっては，昭和18年までに合併で町村数が 
353から317に減少しているため，該当町村の明治期ヂ}タに
ついては再集計し合併後に対応させた. 
(2) 戸当り田畑間積と戸当り及び反当り農業従事者数の地
域性
町村デ…タを北総(県北).上総(県央) • (県南)の 
3地方にまとめ，自作及び刀、作地を合わせた戸当り田畑面積
(経営耕地面積)の地域傾向を比較すると，安房地方の平均
は7反3畝歩と小さい.上総地方は 1町1反8畝歩，下総地
方の戸当り平均規模は 1町2反3畝歩を超える.下総地方で
は，北総平坦地帯と九十九里中洲地帯が最も大きく1.4町歩
を超え，次いで下総合地谷津田地帯飯岡台地及び利根・
日川及び印勝沼周辺がこれに続く.このように県央以北の闇
積は大きいが，県央より南では面積は小さくなり，安房地方
の面積規模は北総平坦地帯の約半分程度になる.なかでも館
山丘陵問が最も小さい.戸当たり水田面積は，上総地方が大
きく，次いで下総地方であり，安房地方は田畑面積と同様に
小さい(第 1表). 
り農業従事者数は規模に比例して下総地方が最も多
いが，集約化粧皮を決める反当り農業従事者数は逆に安房地
方がも?とも多く，規模の大きい上総・下総地方は明らかに
少ない.
経営耕地規模と反当り農業従事者数の関係をより詳細に
みると著しく高い負の相関が確認できる単回帰式 :yコ 
6.79-3.14x(yは反当農業従事者数刈ま戸当田畑面積(町歩): 
回帰係数 (x)のt値=39.55.ピコ0.576，n 353).認 
この経営耕地規模と反当り労働力の相反する関係は，
り労働力の保有傾向を前提にすると，小農経営のもとでは，
経営規模に応じて家族労働力の戸当り保有量は漸増(逓増)
するが，等比的に増加することはない事実の普溺性を示した.
その結果，大きい経営ほど反当り労働力は少ない傾向を示し
たのであり，戸当り労働力保有の規模による限界的な性向を
したのである.
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このように，明治後期の小農経営のもとでは，規模に対応
した戸当り労働力保有と反当り農業従事者数の傾向には，そ
れぞれ一定の規則性がみられ，このもとで，県南の安房地方
と県央及び県北の上総・下総地方では相反する地域性がみら
れたこのような経営構造の地域性は，近世以降の膝史的な
開閉経過のもとで形成されたといえる(第 1表)• 
(3) 水田及び潅減条件の地域性
安房地方の湿田率は半分以下であるが，上総地方は7割近
く，下総地方は 8割を超える.上総地方の夷隅，君津郡は 5
割台であるが，他の上総地方及び下総地方では， 6割から 9
割を占める湿団地帯である(第 2表)• 
権j既形態の地域性をみると，天水依存割合は県央以北で高
く，上総地方では平均 3割を越え，長生・山武郡では 4割台，
下総地方は平均すると半分の水旧が天水に依存し，九十九県
平野北部の距離郡では 8割を超える典型的な天水依存地帯
であった(第2表)• 
下総台地に樹枝状に入り込む谷津田では，上流に台地脇の
湧水を集めた小さな溜池が設置されていたが，貯水量は春先
の仕付け水程度で，稲作期間中の流域全体をまかなうだけの
用水量はなく，天水への依存が高く，雨水等の確保のために，
上中流の水田の多くはj盟国条件におかれた.谷津下流や平坦
低地の一部水田では，春溜と称して，仕付け水が貯水された.
また，谷津下流から利根，江戸川及び印勝沼等の湖招周辺， 
九十九県平野の、海岸から台地際まで、広がる平;阻低地の水田
は地下水位が商いため，ほとんどが混聞であり，水源が近く
にありながら技術的に引水が制約されたこと，集水域の狭い
小河川が唯一の水源であった九十九盟平野北部では用水の
絶対量が不足したこと等から，下総地方のほとんどの水田は
多少に関わらず天水に依存した.水田は，土性的にみると埴
壌土から砂土まであり，利根，江戸川や湖沼周辺，湖沼跡の
低湿地，谷津の出口周辺，九十九里平野の砂堆の聞の縫地等
には黒泥・泥炭土壌が分布する.
河川潅蹴割合は，利根川下流の下総地方香取郡や内湾に泳
ぐ上総地方君津，市原郡の湊川，小糠川，養老川等，中・小
河川の流域では 4割をこえた.
第1表経営構造の地域性
地方
例数
(村数) (%) 
水間車
(%) 
り凹畑面積
I(内，水田面積:町赤)
り
従事者数(人)
り
従事者数(人)
下総(県北) 
:千葉 
:東葛飾 
:印嬬 
:香取 
:海上 
:[fi瑳 
166 25.6 5.6 l.23/(0.68) 
l.17 
l.13 
l.29 
l.26 
l.33 
l.20 
3.41 
3.25 
3.40 
3.57 
3.37 
3.46 
3.3 
0.29 
0.29 
0.32 
0.28 
0.28 
0.28 
0.29 
上総(県央) 
:夷隅 
:長生 
:山武 
:市原 
143 29.1 6l.2 1.18/(0.72) 
0.91 
1.14 
l.21 
l.39 
l.13 
3.26 
2.89 
3.16 
3.38 
3.16 
3.7 
0.30 
0.37 
0.29 
0.29 
0.24 
0.34 
(県南) 44 40.4 59.0 0.731 (0.45) 3.06 0.46 
千葉県 353 28.9 58.4 1.14/(0.67) 3.30 0.32 
柱)明治41年12月末現在，
第2表水田と潅概条件の地域性
地方 例数 根回(%) 天水i衛隊(%) i留池権j既(%) 河川潅蹴(%) 砂土+ケト田(%) 埴・埴壊土(%)
下総(県北) 
上総(県央) 
(県南) 
143 
135 
39 
8l.7 
68.6 
46.5 
50.6 
32.2 
32.2 
9.5 
23.4 
36.1 
33.4 
36.4 
26.4 
18.3 
14.8 
5.9 
27.7 
29.4 
58.9 
317 7l.8 40.5 18.7 3.8 15.3 32.3 
施肥基準設定土性調査(千葉県農事試験場，昭和18年3月)
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j留池潅j慨が 3割を超えるのは，安房地方と上総地方のうち
夷隅・長生郡である.房総半島中央以南の房総丘陵，
夷隅山間部の三紀層からなる粘質水聞は乾旧率が高く，潅概
用水源としての中・小河川の水量はわず、かで、あったことから，
もっぱら丘陵・山間部に作られた潟池に依存する金問有数の
溜池水田地帯であった
以上の潅蹴形態別割合は，あくまで潅瓶形態別の依存程度
であり，潅淑充足度を現わすものではない.昭和20年代まで
県域全体で用水が絶対的に不足していた.昭和戦後に至るま
で土地改良事業の進捗が遅れた最大の理由は排水改良をし
た場合，用水の確保が最重要課題になったからである.
房総半島の湿旧状態は用水不足が作り出した歴史的産物
の側面もある.
このように，湿田と天水海瓶の地域，乾聞とj留池潅蹴の地
域はほぼ重なっており，前者は主に県央以北，後者は県南に
分布したように，相反する地域的傾向にあった. 
(4) 平均収量と収量変動の地域性
これまでの地域的な経営構造及び水間条件の相違点を踏
まえて， 3地方の収最と収最の安定性(変動係数)を比較す
ると，安房地方の収量が最も高く，年次間変動も少ない.不
安定な生産条件におかれていた下総地方の平均収量は最も
低く，年次間変動も大きい.上総地方は中間を示す(第 3表). 
明らかに，地域の生産条件の良否を反映して，年次間変動
の振幅の大きさは決まり，その結果が収監に反映された.
郡別の収量傾向をみると，安勝地方は最も高く 2石を超え，
上総地方夷隅郡，市原郡，君津郡及び下総地方千葉郡が1.7
地域の収置を決定した経営構造，水田及び海減条件 3. 
石前後でほぼ並ぶ.水田面積割合で約 7割を占めた残り 7郡
の平均収監は県平均を下問り，なかでも上総地方山武郡，
総地方東葛飾郡，印騰郡，匝琉郡は著しく低位であった(第 
4表).立地的には，下総地方の利根川・江戸川，印騰沼・
手賀沼周辺の低湿地や九十九里平野の天水依存地域に生産
不安定な低収地が集中していた.
これまで経営構造，水田及び潅概条件の地域性を検討した
結果，半島の南北聞で明らかな違いが確認された.経営構造
に関しては，南ほど戸当り田畑面積は小さく，逆に反当り
業従事者数は多いことから，半島北部と比べて経営集約的な
条件が備わっていた.また，水田及び潅瓶条件に関しては南
では乾田及び埴・埴壌土の割合高く， 1留池割合が高い.北は
湿田割合高く天水潅瓶への依存が強い.このような経営構造，
水田及び権概条件の地域性のもとで南ほど収量は安定かっ
高い傾向を示した.
収量及び収量の変動を決定した経営構造，水聞及び海j蹴条
件をまとめた(第 5
収量は経営構造との関係では労働集約皮を現わす反当り
農業従事者数と，水田及び、潅瓶条件に関しては乾田割合，埴-
埴壊土割合及び溜池潅瓶割合と高い正の相関を示したが，戸
当り田畑面積及び田面積，湿田割合，天水海i慨割合とは高い
負の相関を示している.これら正負の相関は，半島北部と南
部の収最と経営構造，水聞及びj義蹴条件との相反する関係を
高い精度で現わしている(第5表)• 
第3表収量と収量変動の地域性
地方 例数(村数) 平均収量(明治38~42年) 収量の変動係数(同左 :5ヶ年)
下総地方(県北) 
上総地方(県央) 
安房地方(県南) 
166 
143 
44 
1.45 
1.60 
2.00 
0.191 
0.142 
0.093 
千葉県 353 1.59 0.158 
注)明治39年 ~43年千葉県統計書
第 4表明治38~42年「梗米J の郡別平均収量(石)
明治38~42年「梗米j (石) 明治38-42年「親米J平均収量
安房地方
地方名 地方名
千葉郡 (18) 1.696土 0.121(収量中位)
安房郡 (4)2.011土 0.233(収量高位)
東葛飾郡 (43) 1.390土 0.308(収量低位)
下総地方
(4町村)
印旗郡 (3) 1.456土 0.256(収最低位)夷隅郡 (23) 1.722土 0.224(収最中位)
取郡 (41) 1.516土 0.136(収量低位)(166町村)上総地方 I君津郡 (41) 1.639 1:0.151 (収量中位) 
海上郡 (17) 1.576土 0.342(収最低位)
(143町村) 長生郡 (26) 1.523土 0.392(収最低位)
匝 郡 (14) 1.221土 0.281(収最低位)山武郡 (32) 1.475 0.306 (収量低位)

土 0.114(収量中位)
 千葉県 (353町村) 県平均収量 1.593土 0.316
注) 明治39年 ~43年千葉県統計書
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収量水準は，収量変動治宝小さく最高及び最低収量がともに Y口一 O.ω5X1+1.197X2+O.∞1X3-0.435 (但し， Yは郡別平
高い生産が安定した地域ほど高い傾向にある.また，収量変 均収量 :X1は天水権概割合， X2は反当り農業従事者数， X3は
動の大小は水田及び、権蹴条件の良百と高い相関を示す.従っ 稲作期間中の有効積算気温:回帰係数 (x)のt値ロー 0.65， 
て，高位地の生産は安定し低位地の生産は不安定で、あった R2 12)=n 1，0.89= 
ことから，収量の変動は明らかに水間立地の安定度や機能程
度を反映した結果と考えられる(第 5表). 
このように明治後期の地域の収量水準は，経営構造，水田
及び潅蹴条件等，生産要素の地域性と大きな関係を持ってい
たといえる.
以上の収量と経営構造，水田及び権概条件との関係を重間
帰式で現わすと次のようになる.
ここでは反当り農業従事者数及び天水海概割合のふたつ
を変数に使い，平均収最との重回帰及び重相関をとると，次
のように高い関係が認められる. yロ 2.321xI-0.∞ 1176X2 +1.
(但し， Yは郡別平均収量:X1は反当り農業従事者数， X2は
天水潅j既割合:回帰係数 (x)のtイ直口 5銘，ピニ0.803，n= 
12) 
これまで，気象条件については生産要素の地域性の検討対
象からはずしていた. しかし，房総半島南北聞の気象条件は
大きく異なる.稲作期間(日平均気温で春は12.50C以上，秋
日，219に下がるまで)は下総地方(我孫子，船橋)で100Cは 
安房地方(館山，勝浦)では240~246日と 21~27日程長く，
期間中の有効積算温度([日平均気温-100CJx日数)は南と
北では2，102--2，3380Cと幅がある.
全国的にみると房総半島南部は北九州沿岸部から瀬戸内
海，東海道までと同じ「二期作に十分な熱量をもって中溜な
環境域」に分類され，西南暖地と同じ気象条件にある.
南部を除く県央以北は山陰から北陸，北関東までの地方と同
じ「中庸な熱状態を伴って中湿な環境域」に分類される [13J.
そこで，稲作期間中の有効積算温度を変数に加えると，従
前同様に精度の高い式が求められる. 
この式では変数が増加していることから相関が高まるの
は当然であるが，それ以上に変形したこの式の現わす意味は，
それぞれの地域の気象，経営構造，水田及び海減条件が生産
力発現に密接に関係している事実を示した点にある.これら
条件は半島南部と北部で大きく相違していたことから，生産
手段の体系(技術の体系)も気象，経営構造，水田及び潅蹴
条件の違いに応、じて地域ごとに歴史的に構築されてきたと
みてよい. 
4. まとめ
近世以降，小農経営の技術及び生産は収量最大化に向けて
編成された.明治後期の分析では，各地域の生産力水準は，
それぞれの地域の気象，経営構造，水聞の潅蹴排水の機能と
鰐按な関連を示したことから，直接的にはこれら異なる生産
要素のもとで組立てられた耕穂栽培管理等の労働対象技術
や投入される労働の集約度により決まったと想定される.
近世の下総地方では，移植栽培が困難な夏落ちゃ秋落ちの
激しい排水不良の強湿田では摘田(湛水直播法)によりイン
ド型赤米が栽培され，やや程度の軽い湿田では穂数確保のた
めに小苗の密植栽培が行われ，品種では晩生穂が使われた 
[6 ].これら水旧のほとんどは天水に依存していた点で共
通しており，i:餐概排水条件を含む水田の生産容器としての機
能の仕方や程度に対応して直播か移植かの栽培法が選択さ
れた. [7]. このようにみると技術は，まず，①水田条件の
良否に対応して→②栽培法(直播，密植栽培，疎植栽培か)
の選択→③品種革型の順に選択され，この原則に基づき組立
第ら表収量及び収最の安定性を決定した経営・立地.~衛隊に関わる諸条件
相関項目 | 経営構造の条件 潅j既条件水田条件 収量の高低，変動
り田畑面積: 0.414 天水i龍j蹴割合: 0.407 : 0.909 最低収量:0.896(山~I り水岡積: 0.224 埴-
42年平均) 反当農業従事者数:0.318 
砂土+ケト 0.395 
i留地権j既割合:0.420 
収量の変動係数:-0.512 
乾田割合:-0.264 
天水潅概割合:0.276 平均収量:-0.512収量の
り農業従事者数:0.2判 湿附:0.261 
j留池潅概割合:-0.249 最低収量:-0.781変動係数 
埴・埴壌土割合: 0.240 
備考 相関 (r)の有意水準はすべてPく0.0001 町村数 (N 317) 
性)デ、}タのうち.明治38年~42年の 5 ヵ年収量については明治39年~43年千葉県統計書，経営構造の条件については明治42年千葉県
水田条件及び、潅i蹴条件については施肥基準設定土性調査(千葉県‘農事試験場，昭和18年 3月)から引用，集計.なお，市
町村数は昭和18年までの間に合併で353から 317になった.そこで， 5ヵ年収量，経営構造条件に関するデ}タについては合併市町
村分を再集計して使用した.
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てられ，体系化されていた.あきらかに水田機能の程度を反
映して耕種栽培管理等の技術は組立てられていた. したがゥ
て，明治後期においても近世間様，水田の瀧蹴排水の機能税
各地域の生産要素や条件を反映した技術体系の相違が
生産力水準の地域性に現われたとみなしてよいであろう.
明治農法は金沢の指摘したとおり，深耕・多肥，稲作三要
項(塩水選，短冊苗代，正条植)を柱とした薄播・太苗・疎
植と耐肥性強・多収の短稗穂数現品種が結合して前期生育や
宥効穂数の制御を行い，これを収量の最大化につなげる集約
的農法であり，良好な瀧淑排水条件を最低必要条件とした.
この潅概排水条件の面から房総半島をみると，下総地方の天
水依存の湿田では， t雀j蹴排水管理による生育制御が困難なた
めに昭和戦前まで小苗を密植栽培した.気候温暖で前期生育
が良好な安房地方は明治以前から疎植傾向にあり，そのため
明治農法も普及した. しかし，深耕・施肥を有効化して前期
生育を制御し，適正穂数を確保するうえで基本となる潅淑排
水の整備が著しく限られたため，収量は停滞したまま推移し
た.昭和戦前まで房総半島の南部と北部に共通してみられ，
半島の稲作の進展を大きく阻寄したのは用水の絶対的不足
で、あった.
摘要
明治後期の千葉県における水稲の反収は，地域によっ
しい格差があった.
その要因を明らかにするため，各地域の反収と農業構造，
生産条件なと生産要素との関係を調べたところ，以下の関
係が明らかとなった.
1.稲作の集約度は，農業構造と生産条件により規定され
ていた. 
2.反収の地域性は，各地域の農業構造と生産条件の相違
により決定されていたことが重回帰分析により示さ
れた.
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